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異種産業聞の合併:補完財のケース*

高 崎仁良

I 序

同一産業内の水平的合併を政策的視点から論ずる際には r市場占有率」な

いLは「市場集中度」といった指標を有力な基準と Lて用いることができるが，

異業種聞の台併については手れヂれの市場について算出されていたこれらの指

標を単に寄せ集めてみても，それでは十分な判断基準を得ることができない。

この理由で多角的統合を独禁政策上どのように評価しまたどのように取締る

べきかという問題については，これまでの産業組織論のフレームワークの中に

は依拠Lうる判断基準が欠如していた。さらに掘り下げていえば，有効な基準

を提示するための前提となる経済理論そのものがまだ未開発の状態にある。

異業種聞の合併の事例として時折ひきあいに出されるのは，米国におけるプ

ロクターアンドギャンフツレ社とクロロックス化学との合併である。前者は石げ

んと洗剤のメーカーであり，後者は家庭用漂白液の市場で50%の市場占有率を

持っていた。この 2つの会社の合併に対して米最高裁は1967年，グレイト γ法

7条に違反すると認定したが，その際，この合併が許容しがたいものである理

由は，主として潜在的競争者の消滅という要因におかれていた。よ ζ には後述

する消費連関性という視点が主〈欠落している。

本研究の目的は，消費連関性という視点、から異種産業間合併に固有の経済厚

生上のイ γ プリヶ -Veγを探ろうとするものであり，いわゆる連関財の関係

本 本稿作成の主過程において，浅泊高里肪教授から数々の助言と多岐にわたる御指導をいただい
た。また友人の酉村勝民からも有益なコメントを得たし，本研究を志した当初。段階では倉沢資
成横浜国立大学助教授から助言と励ましを受けた。これら諸氏には心より謝意を表するもDであ
るがI 残されたありうべき誤謬については無論筆者個人の責に帰するものである。
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にある 2つの財をそれぞれ生産している企業が合併する場合の効果を考察する

ことである。その結果，連関財産業rJJにおいては合併によって結合利潤が増大

することが示され，合併への利潤インセンティヴが存在することが明らかにな

る。さらに代替財を生産する企業聞の合併は均衡産出量の縮少と消費者価格の

上昇をもたらす傾向を持つのに対して，補完財を生産する企業聞の合併は均衡

産出量の増大と消費者価絡の低卜をもたらす傾向を持つことが示される。

本稿におい1は，できるだけ簡素な設定の下でなるべく一般的なゥ一月をカ

バー亡きるようなモデルを用いる。使用される基本的な関数概念は次の 2種類

① 需要関数 X;(Ph P2) 2":::-1， 2 

② 費用関数民 (x，) i=1，宮

であり，分析はこの 2種類の関数だけを土台として進められる。次のEでは，

特にこれらの関数が線型である特殊ケースを用いるが，それは簡単な例題のコ

ンテキλ トで論点を明確にするためである。 EおよびNにおいて一般的なモデ

ノレのコンテキλ トで均衡産出量と結合利潤について比較分析を行なう。連関財

市場にお日る合併が消費者価格に与える効果は節を改めてVで考察する。本文

では一貫してそれぞれの財市場にもともと独占が成立していたものとして議論

を進めるが，これは説明の簡単化のためにすぎない。 vlではそのことを示すた

めに，それまでの議論が，それぞれの財市場に多数の企業があるケースに容易

に拡張されることを示す。本研究の本質的な前提は，市場が完全競争市場でな

いということと，各企業が安定的なナッシュ・クールノー型均衡にあるという

ことである o

11 簡単な例

一般的なケ スを扱う前に，ここで簡単な例を示Lておく。 2つの財の需要

関数が次のような 1次式

Xl=apl+bpZ.+C 

x2=bPl+at2+C 

αく0，C>O 

lal>lbl 
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Mc; (xJ=mx， m;o;O， i=l， 2 

で与えられている場合を考えよう。 x，は第1財の数最，れは第2Rtの数量で，

P.， P2はそれぞれの価書である。パラメータ -bについては，b>Oである場合

には一方の財価格の上昇が他方の財の需要最を増加させるという意味で 2つの

財は代替関係にあり ，bく0の場合には一方の財価格の上昇が他方の財の需要

量をも滅少させるという怠:味でzつの財は補完関係にある。この簡単なモプノレ

が後に述べる定義 (AJ (B)に迎合し，仮定 (a)(b)(d)(e)を満足してい

ることに注意されたい。

まずそれぞれの財につきそれぞれ 1企業ずつ生産主体が存在するものとしよ

う。この場合，各企業の利潤最六化のための 1階の条件は
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てある。これに対して合併後り企業の利潤最大化の l階0)条件は

a2~b2 {山一c)一昨X2-C)}=mx1 i 
) (c') 

a2~b2 {仇 c) 以叶=nz叫
である。簡単な計算手続きにより (c) を満たす(判，町〕の組および (cつを

満たす (Xl'X2) の組が求まる。第 1図および第2図はその様子を表現するも

のである。 C1> C2線は合併前の 2企業の反応曲線 Cl'，C2'線は合併後の企業の

均衡条件に対比、する。 e，は合併前，e，は合併後の均衡虚出量を与える点である。

各財の生産量は代替問の場合には合併後において減少し，補完財の場合には明

らかに増加している。

ヒ述のモデノレは 2財について対称的な形なので，第1図も第2図も 150 線に

ついて対称のグラフになっている。従って第 1財と第2財のいずれについても
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x， 
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第 2 図

c， Cf n 
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~二企)c ~i旦でb).c:…
2a-b-mA 2a-2b-mA 

初完財のケ ス bくoA=a2-b2 

X， 
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均衡数量は等しし均衡価格もまた等し〈なるから， それらを王および長と

書くことにすれば

p z-c 
a+b 

の関係がある u 前に仮定した符号条件と絶対値に関する条件によ~ ，代替財の

場合にも補完財の場合にも分母は負であるn 従って均衡産出量が多い程〔少な

い程)均衡価格は低< (高<)決められることが上式からわかる。また結合利

潤についても，合併前と合併後の均衡数量が異なることが示された以上，合併

後にはその定義によって代替・補完のいずれの場合にも増加していることは明

らかである。今の計算手続きを継続すればそれを具体的に確認することができ

るが，容易な作業なので，実際に行なって見せることはここでは省略する。

そのかわりに，補完財のケースについてさらに具体化した数値例をここで与

えておこう。いま上述のそデルの a，b， c， m に次の様な数値をわりあててみよ

O
 

A
ノ

x， = -O.5p， -O.25p， + 1日D
x， = -O.25p， -O.5p， + 100 

Mc;(x，)=O.2x， i=1，2 

前と同様の計算により合併前の均衡産出量はそれぞれ31.7単位ずつであるのに

対して合併後にはそれぞれ46.5単位に増加することがわかる。また均衡価格は

91から71へと低下する c さらに結合利潤は 5，576から 6，200へと増大することが

確認 Eきる。

1II一般的なモデル

以下で取扱う 2つの財をその数量，名称ともに .TJ， Xa で表示する。イ日 L:r; 

財を第 i財，X;財を第 J財 Eよぷ場合もある。両財の市場には当初それぞれ

1企業ずつ存在し，それぞれ独占的に生産が行なわれているものとする。また

それしbの価格は h，P?で表わすが，以下で現れる諸関数はすべて x，>O，p，>日
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(i=I，2)の範囲で定義された 2階連続徴分可能な関数であるものとしておく。

2財の需要関数は次長で表示する。

x，=x，(P" p，) 1 
f Cl) 

XZ=X2(P" P2) J 

この需要関数は次の性質を持つものとする。

仮定 (a) (1)は p，>uの範囲において次の性質を持つ。

axム /0 11主L ax，1 ¥ の

aPi¥v， 1 ap，' ap， 1 ~ v 

ax， a伊t，t| 件 1

大まかな表現をすれば，仮定 (a)は価格変化に対する各需要量の反応l土，

他財の何格変化によるよりもその財自身の価格変化による方が「強いJ ことを

意味L-，供給量が固定的な場合の交換経済における己ックスの安定条件に相当

するものであるo

代替・補完の定義としては色々な方法がある。第1にスノレツキ一方程式の代

替項の符号が周し、られることがしばしばある。第2に次の定義は祖代替粗補

完とも略ばれ， ιれは第 1の定義よりも市場分析に適しているヘ

定義 [AJ フげにつき

E主"->0かっ旦主 >0: i 財と J財とは互いに代替財01う /V U- --" apJ 

E王"-<0かっ sx;_く0: i財と J財とは瓦いに補完財Op. ""V IJ"  -'  ap s 

り ある財がすべての他の財に対して補完関係に立つことは不可能だというヒッ ρスの有名な命題
に言及するべきかも知れない。本稿の設定はもとより多数財世界り中の部分均衡分析であるが，
恒にこれを 2財世界に読みかえた場合ても補完岡部は依然として可能である。木稿で採用した定
義は「粗補完」だから，スノレツキ一方程式の忌』ユヲるところにより，所得効果が正で十分大きけ
れば良い。反面，まさにこの所得効果の介在によってこD定義は，そこに示された3通りのケー

スにすべての財を分類しっくすことができないという失点もある。



異種産業聞の合併補完財白ケース

o主主二oiJ'つ旦主'-=0: 財と J財とは互いに独立財
i'Jt，- - V  Ir  -' 3t; 切
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しかしここでは(1)から導かれる平均収入関数の上で定義したい。仮定(a)

により(1)のヤコビアンの他がゼロでなし、から(1)はあ，P2 について解くこ

と古3できる G

p， = p， (X" X2) 1 
r (2) 

pz= P2(Xh X2) 

これは第 1式におし、て叫をパヲメーターとして扱い，第2式において引を

パラメーターとして扱えば，各独占の他財の供給量を所与とした平均収入関数

とLて解釈できる。 (2)をも正にじで代替・補完の関係を次の様に定義しよう o

定義 [B] ヲとJにつき

3274かっ長<0: 財と J財とはいに代替財

337〉Oかっ長>0: 財と J財とは互いに補完財

主=0かっ主'-=0: 財と J財とは互いに独立財

実のととろ仮定(a)の下では定義[AJi，定義[BJも同等であることが次のよう

にしてえミされしる。

(1)は(2)の形にMかれるわけだから，

x=(x" x，)， p=(p" p，) 

として(2)に(1)を代入 L， 戸で微分することにより

Ob ，oxl-' 
百五 L百戸J

を得る2)。より詳しく書くと

の p三p(x(p))
をPで微分すると

普主若=[ti] 
を得る。
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である。従って定義[AJと定義[BJとは同等である。

定義[BJのより直観的な意味を説明しておこう。第3図で D，線は引をあ

る値に固定した時の p，(x"x，) のグラフを表わしている。初期の均衡におい

て価格はが，需要量は d であるものとする。この時，Xlの消費量が増加した

としよう。ムとれとが代替財であれば，x，の需要量が減退して D，は Di

第 3 図

P， 

P;' f-----" 

f小 、

R卜 F1 D;' 

D， 

D; 

。 x， X， 
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に移動するので x，を生産する企業がその販売量を dに保ちたいのならば，
前

価絡を p，'まで下げなければならない。これが[B]における代替の定義の意味

である。

また両財が補完財であれば，引の消費増加は X2 の需要を増加させ，D，は

Dz" のように移助する。 ιの時，x，を生産する企業がその販売量を-"，'に保

とうとすれば，その価格を p/'まで引上げなければならない。これが[B]にお

ける補完の定義の意味である D

逆に x， の消費量が変動~，引の生産者がその販売量を一定に保と今とする

場合も同様である。

とうした定義にあてはまるような例は我々の日常生活における様々な財の中

から見出すことができるが，中には我々の直観になじまないような事例もこの

定義がカバー Lていることに注意しよう。 1つの例をあげることにする。

オイノレショック以後，ガソリン価格の高騰により， アメリカの白動車需要が

大型車から低燃費の小型車へと移っていったことは，今日， 日米聞の貿易摩擦

論議をかもしだした一因として知られている。最近になって石油市況が緩和し，

原油価格の値崩れとともに自動車需要は再び大型車へと戻りつつあることが，

各車種の販売台数に関する統計数字となって現れている。

ここで大型車とガソリ γとは補完関係にあるという直観通りのことが経験的

に認められるわけだが，同じ経験が小型車とガソリ γとは我々の定義[BJ

つまりじAJーーによる代昔財であることを示唆しτいる。

次に費用関数の特定化だが，本稿では需要構造の特質にもとっく効果だげを

純粋な形で抽出するために，;L-l と x，との問にほ製造の部固における技術的連

関性はなく，また外部効果もない状況だけを考えることにする。

仮定 (b) 費用は 1つの財の生産量に依存し，他方の財の生産量には依

存しなし、。

c，=c，(x，) ;=1， 2 
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まだ各企業の行動については次のように仮定しよう。

仮定 (c) それぞれの企業は自己の生産量の変化に対寸る他方の企業の

反応までは考慮ぜずに，他方の企業の生産量を所与として白己の生産量を最適

に決める。

従って均衡にいたった時，それはナッジュ・グーノレノ 型均衡となる。ここ

で考えている生産物町，X2 はそれぞれ連関財として互いの需要量に影響しあ

うとはいえ，それぞれ別種の財でありその産業も別種の産業である。それi'&，

一万の企業の行動が他方の企業の行動に与える影響の度合は，同 産業内の競

争における場合よりも比較的「弱い」と各企業が考えるか，あるいはその影響

を各企業が相対的に認識しに〈いと想定したとしてもそれ程不自然ではないだ

ろう。この仮定(c)は同じ産業内の複占行動(あるいは寡占行動〕の分析にし

ばLば適用されてL、るのであるが，いま述べた理由で本稿で位、定している状況

に適用することは， 盾の妥当性を持コと主張できょう。

IV 均衡産出量の比較

各財の限界牛sli皆を Mc.cxJ で表わすご去にすす1ば，合併前の各企業の生

産量の決定は次の(3)式と(d)で与えられる。 (d)は後にも使用す石ので仮定

とJ てここに設定しておく。

33?Z十あー肱(x，lニ o i=l. 2 ( 3) 

仮定 (d) (3)の左辺を限界利潤と呼び，9，(x" x，)で表わすことにす

る。すると，すべての丸>0に対して

主Lく0，ぽ-，祭'-1>0 
も .1..，' I Vιr ゐJ

;;f，337| 的
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(3)式はいうまでもなく仮定(c)の下での利潤最大化のための 1階の条件で

あり，仮定(d)はその 2階の条件と市場均衡の安定条件との両方を含んでおり，

均衡値の比較を目的とする大抵の分析にとって，それを可能にする条件として

通常要求されるものである。

次に 2企業が合併して 1つの企業となった場合を考えよう。その利潤は以前

の2社の結合平lJi閣として表記され

hXl+PZXZ-Cl(Xl) -C~CZ~) (4) 

となる。利潤最大化の 1階甘よぴ2階の条件は次の(5)式と仮定(e)に上って

与えられる。

at; _ 7¥，1"_ /__'-_  aゐ
百正!-Xi十p，-Mc;(x，)=一万デ

仮定 (e) x，>Oの範囲において

百~; { 仇(X.， .x2叫仙zο計)+十;主缶5去わト?ア炉刊Z町斗i}ド)ドく

2ヲとJ

百￡去~;{ドい骨肘+;軒3士十ト判L.x伊叶刊z叫斗斗i}ト'百ι£2と;:-{い世和十;主主2全7ア戸叶汁町寸中i}1わ1>0
B去と[←φi+主念7ア叫斗;}ト， 百士[め+克子}

Zヲとf

(5) 

x.， Xzが互いに代替財であれば，定義[BJにより(邑)の右辺は正，また仮定

(d)により(5 )の左辺札(Xl> X2) は x，の減少関数だから，同じ x，(または

x，) の値を与えた時には山(または x，) は(5)における方が(3)におけるよ

りも減少していな円ればならなし、。一方 Xl，X2 が互いに補完財であれば，同

様の理由によりそれは増加していなければならない。このととは第1に，互い

に代替的な 2つの財を生産する企業の聞で合併が行なわれれば，企業の均衡に

台いて生み向される生産量は以前よりも減少し，従って価格を高める可能性の
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強いことを示唆している。また第2に，7i.いに補完的な 2つの財を生産する企

業の間で合併が行なわれtt，J:，企業の均衡において生み出される生産量は以前

よりも増加し，かっ以前よりも低い価格がもたらされz可能性の強いことを示

唆し亡し、る。事実，次 O~ 2つの命題がまず成立する。

[1J 代替財を生産する企業聞の合併により，少なくとも一方の財の産出量

は減少しなければならない。

[2J 補完財を牛産する企業問の合併により，少なくとも一方の財の産出量

は増加しなければならなし、。

以下において，この 2つの命題を証明する。まず

f(x) ~ (一世，(x)，一世，(x)) x~(x" x，) 

と担いてみよう。以後，合併前の均衡産出量を zλ 合併後の均衡産出量を x，*

で示すことにする。 f(x) のヤコビアン行列は仮定(d)によりヒックス行列

(t行列〕となる。代替財のケースでは(3)式， (5)式，および定義CBJによ

り

f(xっくf(x")

となるが， これは x'主主x"の範囲巴は解を持たないω。同様に補完財のケース、

を考えれば

f(xり>f(x")

主なわ， これは zキ孟x'の範囲では解を持たない。従ってよ記C1].(2Jの結

論を得る。

ところでEで示した例の中で，代替財のケースにおいては反応曲棋が右下旬

であったのに対して補完財のケースにおいては右上りであったことをふりかえ

3句，) D. Gale and H. Ni比ka創idδ久，“TheJa出cob凶""恥Ma瓜trD草xand Global Un凹1羽ivale田nceof恥Mappi同ngs"刊，
Ma叫the帥ηm川at，口sheAn削叩"悶nale句加tenπ九l. 15回9，1目96田5，81-田の Theorem3 を参照。



異種産業間の合併補完財白ケ ス く333) 47 

ってみよう。 ζ のことの持つ意味は今や一般的なケースにおいて明らかである。

第 z財に関する限界利潤関数札が他財叫の減少関数である時に反応曲線、が

右下りとなり，増加関数である時に右上りとなるのである。このことは次のよ

うにも表現することができる。

仮定 (1) 第 i財と第 j財とが互いに補完財である時，第 z財(または

第 J財)の限界収入は第 J財(または第 z財)の販売量が多い程高い。立た第

z財と第J財とが互いに代替財である時，第 i財(または第J財)からの限界

収入は第 J財(または第 z財〕の販売量が多い程低い(限界費用は他方の財の

水準に依存しない点に注意〉。

(1)は補完財のケースでは£プj>O，代替財のケ スでは百37KOとな

ることに他ならないが交叉2次徴分係数またが無視しうる時には常に成

立するoE37ムの値は33fに等しくなるからである。 Eで示した簡単なぞデ

ノレはこの要件を満たしていたわけである υ しか L(1)はさらに広い範囲をカ

パーしている。 というのは上記の完叉2?i:徴分係数が無視しえない場合にも

暑と同符号であれば常にけ〕が成立するからである。さらには，それらが

異符号であっても

l蒜ゎ1<1主~I
z学j， 1 1は絶対値記号

の範囲にとどまる限り(1)は成立Fる (2者が同符号の時には， もちろん上記

不等式とは無関係に(1)が成立するわけである〕。

以上の理由によって(1)はかなり妥当性の強い仮定であると考えられるので

あるが，この仮定を導入すると次の命題C3Jが保証きれる。

[~J 2つの財が互いに補完財である時， (1)が満たされていれば，それら

を生産している企業の合併によってその産出量は両財とも増加する。
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これは次のようにして証明される。いま命題の主張に反してどちらか一方

の財の産出量が不変であるか，ないしは減少したとする。一般性を失わずに

町*豆x，'とすることができる。 Cd)により世1 は常にムの減少関数だから，

仇(xλ むりとり。一万で x，*三X2' であれば既ι得られた(2)に反するか b

X2*>品。でなければならないが，ょの時(1)によめ仇は引の増加関数だか

ら仇(Xl*，X2*)>口。これは補完の定義により (5)に矛盾してしまう。よって

(3)が成立する。

(1)は(3)の卜分条件であるが，必要条件でないことに注意されたい。従っ

て(1)が満たきわな〈止も (3)が戒す寸る余地が十分にあるわけである。

さらに，以上の均衡産出量の比較分析に付随するものではあるが重要な意味

を持つ，次の結果を得ることができる。

[4] 連関財を生産する企業聞の合併は結合利潤を増大させる。

なぜならば，x*がそもそも結合利潤を最大にするものとして定義されてい

る上で←ーこれは仮定(e)の下で一意的に定まる"ージヲとがが上述の分析

によって示されたからである。 (4)は代替財の場合にも補完財の場合にも利潤

インセンティヴによる合併もしくは結託への方向を示唆するものとレて重要で

ある。しかしながら，異種監業聞で企業が実際に合併を行なう契機について明

確にする ζ とは，この[4]の結果だりでは不卜分であろう。なぜならば，現実

の合併にあたっては，合併行為そのもののための費用として合併直後の 時的

非効率やその他の取引費用 (transactioncost)が発生することが見込まれ，理

論的にはそれらの費用を利潤増加分と比較しなければならないが，こうした比

較のためには一体どの位の長さの期間についての利潤増加分を想定すべきかと

いう問題が残されるからである。本稿ではこの問題には立入らないことにする。

4) D. Gale and H. Nikaidδ• ibid.， Theorem 4 
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E 均衡価格の比較

前節では合併前と合併後との均衡産出量の比較に焦点があてられたが，本節

では合併が消費者価格に与える効果を検討する。この作業は，前節での分析を

基慌におけば，実は非常に簡単に遂行することができるのである。需要関数の

表現として(2)式よりも(1)式の方主選択し，それぞれの財の売上額を x.CP"

p，)p"費用関数を c，(ん(p..p，))で表わし)Pi ~変数として利潤を最大にする

1階の条件を求めると，合併前には

をP十Z 蛇 ω長=0 (6) 

i=l， 2 

が，合併後には

わ，:+Xi-Mcω昔=告Lt; (7) 

i =f=. j 

を得る。(7)の右辺は代替財のケースの時負，補完財のケースの時正だから，

前節と全く同じロジッグによる次の 2つの命題が得られる。

[5J 補完財を生産する企業聞の合併により，少なくとも一方の財の価格は

低下しなければならない。

[6J 代替財を生産する企業問の合併により，少なくとも一方の財の価格ば

よ昇しなければならない。

これらの命題の導出は多少強引に感じられるかも知れなし、。例えば上述の議

論は，合併前の均衡が数量調整についてばかりでな〈価格調整についても安定

であるという，新たな制約を暗に課していることになるからであるo しかしな

がら，前節での分析結果を基礎においた上で価格に対す昌効果をさらに詳細に
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考察するならば，これらの命題の妥当性は最初に与えるかも知れない印象より

もはるかに容易に納得されうるものとなるはずである。以下その点を説明しょ

つ。

補完財を生産する企業聞の合併では次の 3通りだけがあり得た。1)両財の

産出量が増加する場合。以下ではこのケ一九をノーマノレケ λ と呼ぶ乙とにし

ようロというのは次の 2通りの結果は 2財が需要関数の上で著しレ非対称性を

持つ時にのみ生じうるからである。 li) 方の財が増加し，他方は不変である

場合。 iii) 方の財が増加し，他方が減少する場合。

まずりおよび ii)のケースでCsJが成立することを示す。がに対応する均

衡価格を pO，x*に対応する均衡何格者戸とし，

x=(x，(p)， x，(戸)) p= (れわ〉

と書くととにすれば(a)により -x(p)のヤコピアン行列はヒックス行列とな

る。i)， i:i)のケースに対応する均衡価格は

x"=x(p")孟x(p*)=x* 

の1つの解でなければならないが，この解は pO::.玉p*の範囲では p"=pホしか

存在せず，その場合 xO=x*となって矛盾してしまう。従って f三f は不可

能となる。

次にii)，あるいはiii)のケースにおいて一般性を失わずに x，'くXl*， X2.
0註x，*

であるとしてみよう。その時，xgニ x，*であればムは x，の減少関数だから

あ*<Pl0，また定義[BJにより ，P2*>P20 
0 X20>日本の場合には p，キはさらに高

められ，Pl*は[BJによりさらに低下する。

以上り議論から命題[sJの成立ばかりでなく，次のこともわかった。

[7) 補完財を生産する企業問の合併も どちらか一方の財の産出量が不変

にとどまるか，ないしは減少した場合，当該の財の価格は高まるが他方の財の

価格は必ず下落する。
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代替財を生産する企業聞の合併に関しては，次の 3通りのみがありえた。

iv)同財の産出量が減少する場合。これも，代替財のケースにおけるノーマノレ

ケースと呼ぶことにしよう。次の 2通りの場合もやはり需要関数の上で 2財が

著しい非対称性を持つ揚合にのみ生じうるからである。 v)一方の財が減少し，

他方は不変である場合。 vi)-jJO)財が減少し，他みが増加する場合。

iv)， v) のケースについては， 均衡価格を需要関数に関する不等式の解とし

て考える上述の議論と同様にしてC6Jの成立が容易に確認される(不等号を逆

向きにすれば良しウが，突はこの場合，価格は尚i財とも騰貴することがただち

にわかる。というのは穴替財の時には定義CBコにより ，p，は引についても h

について生減ノ針関数となるからである。

例えば v)のケースについて Xl0>Xl*かつ X20=X2*であるとしてみよう。

この場合も Pl*>PlOかっ定義CBJにより p，ネ>p，Oとなる。従って次の命題の

形にまとめることができる。

[sJ 代替財を生産する企業聞の合併により， どの財の産出量も増加しなけ

れば，両財の価格が高められる。

不確定性が残されるのは vi)のケースである。このケースについても[6Jが

常に成立するためには(6)式で示される均衡状態が価格調整についても安定的

である ζ とが仮定されなければならない。いずれにせよ合併による価格の変化

が 2財で逆方向になるのは需要関数に著しい非対称性がある場合で，そうでな

い場合を価格への効果に対するノ マルケ スと呼ぶことにする。

VI 多数企業への拡張

本稿では説明を簡単にするために 貫して，干れぞれの財の市場において各

企業が独占であるという初期条件から出発して合併の効果を論じてきた。実は

この仮定の下では，すべての議論は簡単な図式によって示すことができる。そ
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れにもかかわらず，いちいち背理法を用いて論理的に命題の証明を進めてきた。

それは，このような論理に依拠すればζれまでの結果を容易に一般的なケース

に拡張できるからである。本節では， ζ の拡張を行なう ζ とにする。

両対の市場にそれぞれ聞社.n-m社が初期に存在するものとしよう。佃々

の企業と市場の供給量との関係は

Xl=I:;X{  X2= L.: X2' 

であり，需要関数はこれらを用いて p;(x" X，) と表わされる。さらに h番目

の企業の限界費用関数を Mc，'Cx/lで表わそう o すると初期の均衡は

op 百言x!+p;-Mc!C♂ι')=0 (3) 

i=lの時， 1 豆 k~三m

sニ 2の時，m+l~k~n 

で表わされる。異業種聞にわたり合併が行なわれた時〈同業種内の合併はしな

し、ものとして)，合併を行なった企業については

;57z川町ω=-32fzf
S学1

i=lの時， 1 三k~m. m十l三五l-;玉n

i=2の時三三1三玉m，前十1豆h三三η

(9) 

が，合併を行なわなかった企業については(8)式同様に右辺がゼロの状態が均

衡条件である。合併の前後 Eそれぞれ方程式の数と未知数の数は同じ n個であ

ることを確認されたし、。番号を表わす添字を筒素化することにより，これらの

方程式の左辺は

ψ(x， ・・ X") 士 1，. • • ， n (10) 

と書〈ことができるo合併前の均衡値を :roE:oR，;-，合併後の均衡値をげER':-.

で表わし， (10)を f(.x)でベグトノレ表示すれば，代替財のケー凡では

f(x')三r(x勺 f(xlER" 
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が，補完財のケースでは

ICx") "2:./(:7;勺 I(X)ER"

が成立する。 fについてのヤコピアンから成る適当な安定条件の下で，前出の

命題[1J[2 J[ 3 Jに対応する結論が得られ，需要関数に著しい「偏り」がなく，

費用関数についても企業聞で大きな相違がない場合には前述のノーマノレケ-^

が得られるであろう。特に同業種内で費用関数が同一である場合には分析は容

易になる。さらに加えて刑-fで， すべての企業が異業種間合併を行なう場

合には，均衡値は企業聞で同ーとならねばならず，1があたかも 2変数の関数

であるかのように扱ろととがで骨る。

以上の議論によって， Vまでの部分でおいてきた‘ monopoly'の仮定は決定

的な仮定ではないことが納得されよう。本稿の諸命題を導くことを可能にして

いる本質的な前提条件は，むしろ初期におけるナッシュ・クールノー型均衡の

仮定(c)にあると思われる。

VII 結論

これまでの部分で導いてきた諸結果を要約しよう。連関財を生産する企業聞

の合併の効果は次の 2つの命題に要約される。すなわち，ノーマノレケースでは，

0:代替財の場合には結合利潤を増大させ，産出量を減少させ，消費者価格を

両める。

①補完財の場合には結合利潤を増大させ，産出量を増加与せ，消費者佃格を

11¥:める。

この 2つのうち①の結論は特にリマーカフうレとはいえないかも知れなL、。な

ぜならば，特殊ケースとして完全代替〔同一品種〉の場合を考えれば3 複占均

衡と独占均衡との比較の問題に帰着するからである。とはいえ，①によって，

同一品種間合併に関する命思は必ずしも完全代替ではない代替財を生産する企

業聞の合併のケースに一般化されたのである。

他方，①の結論の方レまある種の意外性をおびている。なぜならば，従来，そ
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もそも合併というものは無条件に企業の市場支配力を強化し，消費者の利益を

害するという考え方が支配的であったからである。しかし，②の結論がもたら

される本質的な根拠を考えてみれば， このような結論がもたらされることは決

して君、外ではない。各種の財が補完しあっ E消費者の効用もしくは産出物を生

み出ナ場合，この効用もしくは産出物の生産に投入される財の生産量が別々の

主体の下で別個に決定されるよりも，総合的な視点から一元的に決定される方

が，より効率的な結果をもたらすというのがこの結論の意味するところであz。

垂直的統合について，それが消費者の厚生を改善するという理論的帰結を得て

いる研究成果が最近しばしはあるが， このような帰結は前工程への投入と後工

程への投入とが「補完しあって』生産物を実現していることと密接に結びつい

ている。

垂直的統合は直接の取引相手どうしの合併であるが，他方，本稿で用いた需

要関数をある生産主体が投入に対して持つ需要関数と読みかえるならば，本稿

で得た結論は中間生産物の市場についても適用可能となる。

連関財が単一の生産主体の下で生産さわしている例は多数あり，従来「顧客の

共通性Jにもとづ〈マーケティング上の優位性から主に説明されてきた。大手

私鉄会社が百貨!古や住宅地開発分譲業務を兼営していることや，航空会社がホ

テノレを兼営していることなどは，本稿の視点からは補完財をi可ー主体が供給す

ることによるメリットを追求している例としてとらえることができる。ーのほ

かにも，例えばイーλ トマンコダック社の営業戦略には明らかにカメヲとフィ

ノレムとの補完関係が重要な要素となっていることがうかがえる。またコ γ グロ

マリットとして有名な ITTの営業分野のうちにも，通信機器部門と情報処程

部門，住宅建設と住宅関連部門および金融部門といった需要構造上の補完性に

もとづくものが多い。また最初にあげたプログターア y ドギャンフソレ社とクロ

ロッ F旦化学との合併は，補完財を吐産する企業聞の合併の例である。

他方，本稿では需要構造上の特質にもとづく効果のみを抽出するために，意

識拘に生産の面については技術的連関性を持たないモデノレを使用していること
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に注意しなければならない。近年では主要石油会社が各種代替燃料の生産に多

角化の動きを示し始めている古毛代替財に関する本稿の視点からすれば， ζ れ

らの部門は本来別会社であるべきだということになろう U しかし右油採掘技術

と石炭，フトイノレーノェーノレ， ウラニウムの探察および採掘技術， きらには地熱エ

ネノレギー開発との聞にはノウハウの共通性がきわめて強い。多品種の生産を同

時に行なうような生産主体の費用関数の特質と市場行動に関しては，最近J.c. 

Panzar， R. D. Willig， D. J. Teece， W. J Baumol， E. E. BaileyとL、った人

々による研究が現れ始めている;)。そこでは， economy of scope (品目範囲拡

大の経済性)という概念が提起されている。現実に観察される異種皮業聞の合

併問題を扱う際には，こうした技術連関性に注目した研究と，本稿のような需

要構造の特質に依拠した分析とが，ともにそれぞれ説明力を持つであろう。さ

らに，この 2つのアプローチの聞の架橋をはかることが興味深い今後の課題で

あろう。

(1983. 4) 

5) 例えば， w. J. Baumol， 1-C. Panzar and R. D. Willig，口'mte.(tableMarkets and The 

Theory 0/ Industry Structure， San Diego， Harcourt Brace Jovanovich， 1982. E. E. Bailey 
and A. F. Friedlaender，“ Market Structllre and Multiproduct lndustrics "， J，四円taZoJ 

Economic Literature， Vol. XX， Sept. 1982 などを参'"沿


